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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更

はありません。  

回次 
第71期 

第１四半期 
連結累計期間 

第72期 
第１四半期 
連結累計期間 

第71期 

会計期間 
自  平成28年１月１日
至  平成28年３月31日

自  平成29年１月１日 
至  平成29年３月31日 

自  平成28年１月１日
至  平成28年12月31日

売上高 (千円) 10,076,901 10,272,724 39,349,514 

経常利益 (千円) 1,003,927 1,249,636 2,923,909 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) 600,105 797,871 1,741,735 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 273,420 812,368 1,150,869 

純資産額 (千円) 34,769,080 36,121,464 35,526,387 

総資産額 (千円) 47,828,601 49,195,175 49,165,319 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 30.84 41.00 89.50 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 63.9 64.8 63.6 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、各種政策の効果もあり、

緩やかな回復基調が続きましたが、アジア新興国等の景気の減速など海外経済の不確実性の高まりなどから、先行

き不透明な状況で推移しました。 

  当社グループ関連の建設・住宅業界においては、住宅ローン金利の低下や住宅取得支援策などにより、緩やかな

持ち直しの動きが見られるものの、回復ペースは鈍化しており、厳しい環境が続きました。 

  このような環境の下、室内外装品関連事業においては、顧客満足度の高い製品の開発および新製品の市場浸透を

促進するとともに、コスト低減活動や生産性の向上を継続し、収益改善に取り組んでまいりました。 

  また、駐車場装置関連事業においては、主力製品である『パズルタワー』に重点を置いた営業を図り、コスト競

争力の強化を推進し、収益改善に努め、減速機関連事業においては、保有技術を活かした製品開発に取り組み、特

殊製品による成長分野への積極的な提案営業を行い、受注獲得に努めてまいりました。 

  以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は10,272百万円（前年同期比1.9％増）、営業利益は

1,253百万円（前年同期比22.9％増）、経常利益は1,249百万円（前年同期比24.5％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は797百万円（前年同期比33.0％増）となりました。 

  セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

［室内外装品関連事業］ 

生地巻き取り部などを隠して直射光を遮る「シールド」を装備したロールスクリーン『ラルクシールド』や、ワ

ンタッチ操作でブラインドがゆっくりと下降する機能「RDS（減速降下機能）」を搭載したヨコ型ブラインド『パー

フェクトシルキー』など、昨年発売した付加価値の高い製品の市場浸透に注力したほか、光漏れを抑え、遮蔽性を

向上させたオフィス・店舗・施設向けヨコ型ブラインド『モノコムシェイディ』の製作可能サイズを拡大するな

ど、顧客満足度の向上と市場拡大に取り組んでまいりました。 

  また、窓まわりにおすすめの製品を１冊にまとめた新たな販促物「窓まわりセレクション」により、様々なシー

ンや用途に合わせたトータルコーディネートを提案してまいりました。 

  以上により、売上高は8,902百万円（前年同期比0.6％増）となり、営業利益につきましては、コスト低減活動等

による収益改善に努めた結果、1,198百万円（前年同期比22.4％増）となりました。 
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［駐車場装置関連事業］ 

機械式立体駐車場を取り巻く市場環境に持ち直しの動きが見られ、駐車場装置の新規受注が好調に推移したこと

で、売上高は560百万円（前年同期比13.2％増）となりました。営業利益につきましては、資材価格等の上昇傾向が

続くなか、継続的な選別受注や原価低減活動等の取り組みにより、38百万円（前年同期比549.5％増）となりまし

た。 

  

［減速機関連事業］ 

設備投資に持ち直しの動きが見られるなか、シャッター開閉機や特殊減速機等の受注が堅調に推移し、売上高は

810百万円（前年同期比10.1％増）となりました。営業利益につきましては、継続的な原価低減活動に努めました

が、生産体制強化に伴う費用の増加等の影響により、16百万円（前年同期比51.8％減）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は49,195百万円で、前連結会計年度末と比較し29百万円の増加となりまし

た。 

（資産） 

  流動資産は31,888百万円で、前連結会計年度末と比較し124百万円の増加となりました。これは主に、現金及び預

金が減少した一方で、受取手形及び売掛金、棚卸資産が増加したことによるものであります。 

  固定資産は17,306百万円で、前連結会計年度末と比較し94百万円の減少となりました。これは主に、無形固定資

産が増加した一方で、有形固定資産が減価償却により減少したことや、保有株式の時価の下落等により投資有価証

券が減少したことによるものであります。 

（負債） 

  負債は13,073百万円で、前連結会計年度末と比較し565百万円の減少となりました。これは主に、賞与引当金が増

加した一方で、未払金および未払法人税等が減少したことによるものであります。 

（純資産） 

  純資産は36,121百万円で、前連結会計年度末と比較し595百万円の増加となりました。これは主に、利益剰余金が

親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により増加したことによるものであります。なお、自己資本比率は

64.8％と、前連結会計年度末と比較し、1.2ポイントの増加となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は138百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成29年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年５月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 20,763,600 20,763,600 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数 
100株 

計 20,763,600 20,763,600 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成29年３月31日 ― 20,763,600 ― 4,475,000 ― 4,395,000 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

  平成28年12月31日現在 

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれておりま

す。 

２  「単元未満株式」には当社所有の自己株式86株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  平成28年12月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  1,303,400 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,419,500 194,195 ― 

単元未満株式 普通株式     40,700 ― ― 

発行済株式総数 20,763,600 ― ― 

総株主の議決権 ― 194,195 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
立川ブラインド工業株式会社 

東京都港区三田 
３丁目１－12 

1,303,400 ― 1,303,400 6.28 

計 ― 1,303,400 ― 1,303,400 6.28 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年１月１日から平成29

年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 10,578,280 10,079,894 

    受取手形及び売掛金 ※  14,673,552 15,066,862 

    商品及び製品 613,535 769,107 

    仕掛品 1,313,861 1,294,819 

    未成工事支出金 105,363 72,520 

    原材料及び貯蔵品 3,381,360 3,517,897 

    その他 1,114,075 1,101,016 

    貸倒引当金 △15,859 △13,311 

    流動資産合計 31,764,169 31,888,805 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 13,068,546 13,070,773 

        減価償却累計額 △8,752,971 △8,823,258 

        建物及び構築物（純額） 4,315,574 4,247,515 

      土地 7,396,065 7,396,065 

      その他 14,937,694 14,918,653 

        減価償却累計額 △13,705,566 △13,728,282 

        その他（純額） 1,232,128 1,190,371 

      有形固定資産合計 12,943,769 12,833,952 

    無形固定資産 261,934 313,356 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 2,150,947 2,116,003 

      退職給付に係る資産 314,648 315,178 

      その他 1,922,412 1,921,732 

      貸倒引当金 △192,561 △193,855 

      投資その他の資産合計 4,195,446 4,159,059 

    固定資産合計 17,401,150 17,306,369 

  資産合計 49,165,319 49,195,175 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 ※  6,388,428 6,512,371 

    未払法人税等 700,170 481,189 

    賞与引当金 210,308 614,400 

    役員賞与引当金 71,415 16,337 

    製品保証引当金 12,193 4,147 

    工事損失引当金 3,425 - 

    その他 ※  2,577,860 1,780,388 

    流動負債合計 9,963,800 9,408,834 

  固定負債     

    役員退職慰労引当金 336,409 330,404 

    退職給付に係る負債 3,266,021 3,281,724 

    その他 72,699 52,747 

    固定負債合計 3,675,130 3,664,875 

  負債合計 13,638,931 13,073,710 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 4,475,000 4,475,000 

    資本剰余金 4,395,016 4,395,016 

    利益剰余金 23,110,538 23,713,808 

    自己株式 △668,179 △668,293 

    株主資本合計 31,312,375 31,915,532 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 522,366 514,233 

    繰延ヘッジ損益 5,983 610 

    為替換算調整勘定 40,760 36,249 

    退職給付に係る調整累計額 △615,090 △584,948 

    その他の包括利益累計額合計 △45,979 △33,854 

  非支配株主持分 4,259,992 4,239,786 

  純資産合計 35,526,387 36,121,464 

負債純資産合計 49,165,319 49,195,175 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 10,076,901 10,272,724 

売上原価 5,638,912 5,682,049 

売上総利益 4,437,989 4,590,675 

販売費及び一般管理費 3,418,598 3,337,609 

営業利益 1,019,390 1,253,066 

営業外収益     

  受取利息 1,984 277 

  受取配当金 1,646 1,737 

  不動産賃貸料 7,944 8,959 

  その他 18,518 19,535 

  営業外収益合計 30,094 30,510 

営業外費用     

  支払利息 67 4 

  手形売却損 1,204 - 

  売上割引 19,891 20,303 

  為替差損 21,546 10,204 

  その他 2,848 3,428 

  営業外費用合計 45,558 33,939 

経常利益 1,003,927 1,249,636 

特別利益     

  固定資産売却益 4 - 

  特別利益合計 4 - 

特別損失     

  固定資産除却損 291 253 

  特別損失合計 291 253 

税金等調整前四半期純利益 1,003,640 1,249,383 

法人税、住民税及び事業税 404,252 447,581 

法人税等調整額 △14,306 △13,957 

法人税等合計 389,945 433,623 

四半期純利益 613,694 815,759 

非支配株主に帰属する四半期純利益 13,588 17,887 

親会社株主に帰属する四半期純利益 600,105 797,871 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年３月31日) 

四半期純利益 613,694 815,759 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △336,743 △24,718 

  繰延ヘッジ損益 △6,750 △5,372 

  為替換算調整勘定 △10,646 △4,510 

  退職給付に係る調整額 13,866 31,211 

  その他の包括利益合計 △340,273 △3,390 

四半期包括利益 273,420 812,368 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 307,993 809,997 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △34,572 2,371 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号  平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結会

計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が連結会計年度末日残高に含まれております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成28年１月１日  至  平成28年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成29年１月１日  至  平成29年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年３月31日) 

受取手形 325,992千円 ―千円 

支払手形 409,084千円 ―千円 

設備関係支払手形 4,590千円 ―千円 

電子記録債権 19,212千円 ―千円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年１月１日 
  至  平成28年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成29年１月１日 
  至  平成29年３月31日) 

減価償却費 195,827千円 178,493千円 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 194,605 10.00 平成27年12月31日 平成28年３月31日
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成29年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 194,601 10.00 平成28年12月31日 平成29年３月31日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成28年１月１日  至  平成28年３月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １  セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。 

 ２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成29年１月１日  至  平成29年３月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １  セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。 

 ２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

 

          (単位：千円) 

  
報告セグメント 

合計 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

室内外装品 
関連事業 

駐車場装置 
関連事業 

減速機 
関連事業 

売上高             

  外部顧客への売上高 8,846,344 495,041 735,515 10,076,901 ― 10,076,901 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

― ― 21,493 21,493 △21,493 ― 

計 8,846,344 495,041 757,008 10,098,394 △21,493 10,076,901 

セグメント利益 978,968 5,918 34,503 1,019,390 ― 1,019,390 
 

          (単位：千円) 

  
報告セグメント 

合計 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

室内外装品 
関連事業 

駐車場装置 
関連事業 

減速機 
関連事業 

売上高             

  外部顧客への売上高 8,902,340 560,363 810,019 10,272,724 ― 10,272,724 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

― ― 22,371 22,371 △22,371 ― 

計 8,902,340 560,363 832,391 10,295,096 △22,371 10,272,724 

セグメント利益 1,198,006 38,442 16,618 1,253,066 ― 1,253,066 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成28年１月１日 
至  平成28年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成29年１月１日 
至  平成29年３月31日) 

 １株当たり四半期純利益金額 30円84銭 41円00銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 600,105 797,871 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(千円) 

600,105 797,871 

    普通株式の期中平均株式数(株) 19,460,516 19,460,021 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成29年５月２日

立川ブラインド工業株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている立川ブラインド

工業株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年１月１

日から平成29年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、立川ブラインド工業株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 

  

  

太陽有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

  公認会計士    桐    川          聡    印 
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

  公認会計士    中    野    秀    俊    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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